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　　はじめに
　政軍関係についての理論的考察をこころみた文献は，
特にアメリカ合衆国の学界においては決して少くない
が，その場合の「政」の側に入るのは，狭い意味の政府
には限られない。むしろ，軍の外側にある社会全体が元
来軍との対立関係でとらえられているのがふつうであっ
て，その意味での社会を代表する装置としての，立法機
関までも含めた，極めて広い意味での政府が考えられて
いるものと理解出来そうである。「シヴィル・ミリタリ
ー・ 潟戟[ションズ」という術語は，本来「民軍関係」
と訳すべきであったのかも知れない。しかし，「シヴィ
ル」の側にふくめられた社会全体は，そのまま全体とし
て軍と向い合うのではなく，政府や議会といった代表機
構を通じて向かい合うのであるから，やはり，「政軍関
係」としか訳せないようにも思われる。
　政軍関係と外交政策とのかかわり合いを明らかにする
ために先ず必要な作業は，我国において社会科学の用語
としては必ずしも定着したとはいい切れない「政軍関
係」という概念の内容を詳細に定義づけることであると
いえよう。この，そのままではまだ，必ずしも自明なも
のとは断定しかねる概念の内容を詳しく論ずることを通
して，それと外交政策とのかかわり合いもおのずから浮
かび上がってくるものと期待される。「政」に分類され
た部分のなかには，国内政治も外交政策もすべて内包さ
れているからである。初めから外交政策だけをとり出し
て政軍関係とのかかわり合いをさぐるよりも，政軍関係
概念の分析を通じて，両者のかかわり合いを導き出すほ
うがより自然かつスムーズに分析が進むように思われ
る。
　1．ファイナーのハンチントン批判
　政軍関係という概念が社会科学の用語として最初に定
着したのは，戦後のアメリカにおいてである。ハP－一ヴァ
ード大学教授のサミュエル・P・ハンチントンの『軍人と
国家』（初版1957年）Dがそのような定着へのさきがけを
為した事清については，たびたび論ずる機会があったの
で，ここではくり返しを避けたい2）。しかし，言葉の良
い意味でも悪い意味でも「古典的」という形容詞をつけ
るのがふさわしいこの著作は，著名な割にはその内容は
それ程わかり易いものではない。この分野のパイオニ
ア・ワークをめざした著者の気負いの故もあるであろう
が，この著作のなかで政軍関係をめぐって展開された概
念構成は，かなり錯綜していて難解である。しかも，ま
さにパイオニア・ワークであるが故に，それ以後に出現
した他の研究によってきびしい批判を受けた。ここでは
その代表的な一例として，オックスフォード大学教授の
サミュエル・E・ファイナーの批判を掲げておく。
　「『プロフェッショナリズム』は，軍の（政治への）介
　入についての最も重要な研究であるところの，ハンチ
　ントン教授のr軍人と国家』の中心概念を形成してい
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る。ハンチソトンにとっては，これが軍人を政治から
遠ざける決定的な要因であり，彼の議論の全てはこの
要因に依存せしめられている。
　彼にとって，『プロフェッショナリズム』は，三つ
の要素から成るものである。その三要素とは，専門の
技術，社会的責任と，同業者に対する団体としての忠
誠心である。近代の軍隊はそれ故にひとつの職業であ
ると記述出来る。軍人達は，暴力の管理と組織とを司
る技術者である。彼等は，彼等の依頼人（すなわち国
家）に対する責任を感じている。そして彼等は強力
な，団体としての伝統と組織とを有している。しか
し，このプPフェッショナリズムは，彼が正確に述べ
ているように（歴史の流れのなかで）日付けの新しい
ものである。フランス革命以前には，多種多様な将校
団は，給与を支給する者に従う傭兵であったか，乃至
は，彼等の国王に一国王が亡命した場合にすら一
従う貴族であった3）。十九世紀の初頭にはプロフェッ
ショナルな軍隊は存在しなかったのに対し20世紀の初
頭には，プロフェッショナルでない軍隊はほとんど存
在しなくなった。
　プロフェッショナリズムは，軍隊を，いわぽ自己本
位なものに変える。他の職業と同じように，彼等は素
人に対する一種の団体としての団結の感覚を発達させ
る。素人は，『背広（民間人を指す）』とか，『フロッ
クコート』とか，兵隊の俗語でrp6kin（町人）』とか
よぼれる4）。兵力を組織したり装備したり，訓練した
り，その行動を計画したりするという彼等の任務は，
敵に対して戦闘でたたかうという任務はいうまでもな
いことだが，それらはいずれもフル・タイムの仕事で
あって，片手間で出来る仕事ではない。このことは，
特別の技能を必要とし，長期間に及ぶ訓練を要求す
る。このようにして，プロフェッショナリズムの度合
いが進めば進むほど，将校は彼自身の技術的な職務に
専念することになるのであって，彼等に関係の無い政
治上の争点に巻きこまれる度合いは小さくなる。ハン
チントンは，論理的な結論として，将校団が政治を政
治家に委ねることになるのだと主張する。将校達自身
の責任はますます，次の事柄に限定されるようにな
る。その事柄というのは，軍の要求を文民当局に対し
て代弁し，文民当局に進言をし，そして最後に，もし
そのように命令されれば，文民当局の決定を実行する
ことである。
　『プロフェッショナリズム』というものをこのよう
に厳密に定義しているので，ハンチントンが次のよう
に論じているのは驚くにあたらない。すなわち，軍を
政治から隔離するのに最も確実な方法は，軍がr完全
　に』プロフェッショナルになるよう鼓舞することであ
　る，と。このようにして，軍は『政治的に不妊かつ中
　立』なものに変えられる。r高度にプロフェッショナ
　ルな将校団は，国家のなかで正統な権威を確立してい
　るいかなる文民団体であれ，その希望を実行する用意
　を有している5）。』rひとつの将校団は，それが示す軍
　人の理想への忠誠度と同じ度合いだけプロフェッショ
　ナルであるにとどまる。……軍隊は，軍人の理想によ
　って動機づけられた場合にのみ，国家の従順な奉仕者
　となり，文民統制は確立されるのである。……6）』
　　プロフェッショナリズムが，軍をして，みずからの
　任務を政治家の任務と異質のものであり自足的かつ
　「フル・タイム」のものであると観ぜしむる限りにお
　いて．論理的には，プロフェッショナリズムは軍が
　（政治への）介入を望むことを禁止する筈である。し
　かしながら，多くの高度にプロフェッショナルな将校
　団が政治に介入した事実を観察出来る一一ドイツと日
　本の場合は悪名高いものである。このような場合に
　は，これらの軍隊はr十分に』プロフェッショナルで
　なかったのだとの反論は役に立たない。これが，ハン
　チントンの命題の全くの弱点である。全ての事柄は，
　プロフェッショナリズムについての甚だ特殊な定義に
　依存させられており，そこからの純粋な演繹法によっ
　て，いわゆる『軍人精神』に依存させられている。こ
　うなると，議論はr本質論』になる。もし，軍人達が
　『プロフェッショナリズム』や『軍人精神』といった
　これらの概念と両立しないこれらの軍人達にとって事
　態はその分だけ悪いものになる。これらの軍人達は完
　全には『プロフェッショナル』ではない訳だし，また
　純粋に『軍人らしい』訳ではないことになる7）。」
　以上のように，ハンチントンの「プロフェッショナリ
ズム」の概念を批判してきたファイナーは，ここで註記
して，’ハンチントンの考え方についてはもうひとつの見
方が可能であり，それは，ハンチントンの概念や定義は
純粋に抽象的なものであって，実際の事実とはほとんど
かかわりを持たないとするものである，と述べている。
そして，このような見地からハンチントンのr軍人と国
家』を批判するものとして，モーリス・ジョーンズの書
評論文を引き合いに出している8）。ファイナーは，自分
はこのよう＼な見地に完全に同意すると述べている。従っ
てファイナーは，ハンチントンの理論が，政軍関係の現
実とはほとんどかかわりを持たず，現実の解明に役に立
たぬものと断定していることになる9）。ファイナーは，
言葉をつづけて，軍隊が政治に干渉しないとすれば，そ
の場合には，軍隊は，「文民の優位」という明示的な原
則を信奉している筈だと主張し，プロフェッショナリズ
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ムを極度に重視するハンチントンの見解をしりぞけてい
る10）。
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　2．ハンチントンの見解
　ハンチントンが，以上のような正面からの批判をも受
けとめて，自分の政軍関係についての理論をどのように
整理し直したかを示しているのが，r国際社会科学大辞
典』に執筆した「政軍関係」の項目である1）。実際，こ
こでのハンチントンの説明は，『軍人と国家』のなかで
の説明よりもわかり易い。ちなみに，r国際社会科学大
辞典』は，有名なセリグマンのr社会科学大辞典』（1933
年）2＞の新版であり，その内容は，項目や執筆者を含め
て，旧版とは面目を一新している。以下，ここに示され
たハンチントンの見解をたどってゆくことにしたい。
　「政軍関係」という用語は，ひとつの社会のなかでの
軍隊の役割を言い表わすものである。しかし，「政軍関
係」という表記は，「労資関係」や立法府と行政府の関
係，あるいは米ソ関係のように，二つの具体的で組織さ
れたグループが，相立する利害関係を持ちながら相互に
争ったり取引きしたりする，そういう関係が軍と文民と
のあいだに存在しているように受けとられ易いから，そ
の意味では適切な表現とはいえないかも知れない，とハ
ンチソトンは考える。軍と文民とが，労資関係のよう
に，それぞれまとまって対抗し合っている訳ではない。
軍の内部に，利害や技能・観点の共通性が確立されてい
る場合はまれであるし，軍の側にまとまりが見られる場
合でも，文民の側にはこのようなまとまりは先ず見られ
ない。「シヴィル・ミリタリー・リレーションズ」とい
う場合の「シヴィル」という言葉は，軍以外のもの
（nonmilitary）を指すにとどまる。文民のなかでの利害，
制度，態度の多様性は大きい。政軍関係というときの
「シヴィル」と「ミリタリー」の両方共，多様性と対立
とをそれぞれ内蔵している，とハソチソトンは考えてい
る3）。
　（1｝軍のグループと軍以外のグループ
　軍人とその利害とが，軍人以外の文民ならびにその利
害と，どの程度異っているかが，ある社会での政軍関係
を考察する上でのかぎとなる問題である，とハンチント
ンは言う。彼によれぽ，この「分化（differentiation）は，
三つの水準で生ずる。第一の水準は，軍隊と社会それぞ
れの全体同志の関係である。第二の水準は，軍隊のエリ
ート・グループとしての将校団と，それ以外のエリー
ト・グループとの関係である。第三の水準は，軍隊と社
会とのそれぞれのトップの指導者達のあいだの関係であ
る。ng－一一の水準では，社会全体の成員が軍隊の成員と完
全に一致し，重なり合っている場合もあるし．逆に，全
く重ならない場合もある。第二の水準では，将校と，社
会の他の指導的グループとが密接に結びついていて，同
一の人間が軍事上，経済上，政治上の指導者を同時に兼
ねている場合もあるし，逆に，将校が他の役割とは両立
しない排他性を持つ職業である場合もある。第三の水準
でも，同じように二つの場合がある4）。
　十七世紀と十八世紀のヨーロッパの軍隊では，社会と
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経済と政治とそして軍事めリーダーシップの機能は全て
君主に集中していた。同様に，将校職は貴族が独占して
おり，貴族は，社会と，経済と，政治とそして軍事のリ
ーダーシップの役割を保持していた。他方，ヨーロッパ
の軍隊の「ランク・アンド・ファイル」は社会のより低
い層から集められ，彼等は長い期間勤務するのが普通で
あり，文民社会とはおおむね対立関係にあった。ところ
が十九世紀に一なると，事態は変ってくる。将校職はプロ
フェッショナルなものとなり，社会のなかでのそれ以外
の役割とは両立しなくなる。また，「ランク・アンド・
ファイル」は．短期間勤務する「市民兵」によって構成
されるようになり，これらの「市民兵」は徴兵制や国民
皆兵義務によって徴募されるようになる5）。
　軍人のグループと文民のグループとでは，技能と価値
と制度という三つの側面で違いが見られる，とハソチン
トンは考える。勿論十八世紀のアメリカのように，フ
ロンティアを切りひらいてゆく農民たちが同時に兵器を
扱う技能を習得していた場合には，技能の面での違いは
ほとんど無い訳であるが，十九世紀と二十世紀前半に
は，軍人の技能は文民の技能とは違いの度合いを高めて
ゆく。ただし，ジャノヴィッツの指摘6）によれば，二十
世紀半ぽになって，先進諸国ではこの違いがふたたび減
少している。
　軍人のもつ価値観については，『軍人と国家』に展開
した論旨をハンチントンはここでごく簡単に要約してい
る。その論旨というのは，プロフェッショナルな軍人の
価値観は概して保守的であり，社会の価値観とはしばし
ばこの点で対立する，というものである7）。
　我々の関心をそそるのは，制度面での対立についての
彼め見解である。戦前の日本についての言及をも含むこ
の部分を以下にたどってゆきたい。
　軍の制度と文民の制度とが最大限に性格を異にする場
合には，軍は「国家のなかの国家」8）と化する。この場
合には，文民政府の側の立法ならびに行政の諸制度によ
る軍の諸制度の統制はかなり困難になる。1945年以前の
白本や1933年以前のドイツのように，上下の階層秩序や
行政府の優位という伝統を持つ社会では，立法府によっ
て軍の制度を統制しようとする努力は，軍と行政府の抵
抗にぶつかって挫折する。そこでの行政府は，強力かつ
権威主義的性格を持つ。ビルマや若干のラテソアメリカ
諸国などでは，軍は「社会のなかの社会」と化する。そ
の意味は，軍が多くの経済的社会的機能を遂行し，経済
的に高度の自給自足体制を達成するということである。
逆に「国民総武装」型の社套でな，軍と社会全体とが同
一化する。これは，軍が「国家めなかの国家」乏化する
のとは正反対の，逆の極限形態である9）。
　②　伝統的社会と近代化途上の社会
　原始社会．ギリシャとローマの都市国家，封建制，フ
ランス革命に至るまでの絶対王制のそれぞれについて，
ヨーロッパの歴史の歩みとそのなかでの軍隊のあり方を
たどったあと，ハンチントンは，将校団をプロフェッシ
ョナルなものとして成立させる点で他のヨーロッパ諸国
の模範となったのが十九世紀のプロイセンであったとい
う，彼の周知の主張1°）をくりかえしている。そして彼
は，軍と政治近代化のパターンが，ヨーロッパならびに
アメリカ合衆国と，アジア・アフリカ・ラテンアメリカ
諸国とでは大きく異なっていることを強調する。前者の
諸国では，通常，政治の近代化が軍の近代化すなわちプ
ロフェッショナルな将校団の成立に先行した。ところ
が，後者の諸国では，軍の指導者達は同時に近代化の指
導者達であって，前者の諸国でのように，軍の指導者達
が軍の仕事だけに専念出来るという訳にはゆかなかっ
た。後者め諸国では，軍隊は社会のなかの最も近代化の
進んだ制度であるという性格を持つに至る。従って，軍
の指導者達は，近代化・ナショナリズム・進歩的改革の
最も熱心な推進者となる。1908年にトルコの権力を掌握
した「青年トルコ党」IDや，第二次大戦後に伝統的寡頭
制支配を打倒して近代化の指導権を掌握したエジプトや
イラクの軍人達12）の動きは，いずれも軍が近代化の推進
者となった事例である。また，他の国家の植民地であっ
た地域では，独立達成の直後に，軍が権力を掌握し，軍
が「腐敗している」ときめつけた政党政治体制を廃止
し，より効果的な近代化をめざして軍が社会を再編成し
ようとする事例がしばしば見られる。ig58年にスーダ
ン13）やパキスタン14）・ビルマ15）で起った事例，1961年に
南朝鮮16）で，1963年に南ヴェトナム17）で起った事例がそ
れである18）。
　他方，ハンチントンによれば，ラテソアメリカに見ら
れる軍と近代化とのかかわり合いは，もう少し複雑なも
のがある。十九世紀全般を通じて，大部分のラテンアメ
Lリカ諸国には，効率の良い政治制度とプロフェッショナ
ルな将校団のいずれも出現しなかった。二十世紀前半に
なって初めて，将校の職業化，中産階級化が進行し，将
校が進歩と改革に味方する度合いが増大する。その結
果，1930年代以降，軍の政治介入の現象が新しい段階に
入る。ラテンアメリカでは，アジア・アフリカと同様軍
の政治介入は，短期的には近代化の面で成果を挙げる
が，文民の政治制度がいつまでたっても弱体のままであ
りつづけるというマイナスの結果も同時に生み出す19）。
イソドのよう’に，植民支配の時代に，政党や文民の宮僚
制のような強力な政治制度が整備されていた国や，メキ
シコのように，革命によって効率の良い近代的な政治制
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度をつくりえた国，あるいはウルグァイのように改革に
よって同種の制度をつくりえた国だけが，政治における
軍の介入を最少限のものにおしとどめ，非政治的なプロ
フェッショナルな軍隊を維持すること，すなわちプロフ
ェッショナルという点で欧米流の軍隊を維持することに
成功しえたのであった20）。
　（3）近代国家
　近代国家のなかで軍の最高指導者達の担っている責任
は，ハンチントンによれぽ次の三つである。①政府組織
の内部で軍事上の安全保障の必要を代弁し，安全保障の
ために彼等が必要と考える資源の割り当てを政治指導者
達に要求すること。②政治指導者達に対して，彼等が計
画している一定の政治行動が内包する軍事上の意味が何
であるかについて進言し，ありうべき軍事上の緊急事態
の準備をしておくこと。③政治指導者達の政策決定を軍
事面で実行すること。軍の最高指導者達が以上三つの責
任を担っているところから，彼等は政治指導者達や政府
機構のうちの文民担当の部門とたえず対立する結果とな
る。軍は，政治指導者が供給する用意をしている限度を
超えて，より多くの金と兵器と人員を要求する。資源に
対する軍の要求は，文民諸機関や社会の他のグループの
要求と衝突する。また，軍は，軍事計画の基礎となる政
策を明確かつ精密なものにしろと，政治指導者に要求す
る。このような立場の違いは，ハンチントンによれぽ，
近代国家政軍関係に最も典型的に見られる論争をひき起
こす。官僚制のレヴェルでは，この論争はふつう，外務
省と大蔵省とをまきこむ。しかし，このような論争は，
政治指導者による仲介と調停を受けて解決される21）。
　（4）軍の政治介入
　ハンチントンによれば，軍の政治介入をうながす主要
な原因は，軍の内部ではなく，政治の内部に見出され
る。軍の側にプロフェッショナリズムが確立していて
も，政治制度の側が弱体化し分裂状態におちいれば，軍
の政治介入が生ずる。軍のプロフェッショナリズムが確
立し，社会の近代化が達成された筈のフランスやドイツ
でも，軍の政治介入は実際に起っている。ワイマル共和
国や，第三共和制と第四共和制の下でのフランス共和国
のように，国民のかなりの部分が現存の政治制度に対し
てそれが正統性（legitimacy）を有することを拒否して
いるような場合には，軍の政治介入が起り易くなる。戦
争での敗北や外交上の失敗などにより，政治への信頼が
動揺する場合にも，軍の政治介入が促進される。アメリ
カ合衆国が第二次世界大戦後に政軍関係をめぐって体験
した最大の危機すなわちトルーマンとマッカtsサーの抗
争22）は，朝鮮戦争のさなかに生じたし，フランスの第四
共和政は、アルジェリア問題の処理に失敗した時に，軍
の政治介入によって息の根を止められたのである。
　従って，正統性を備え効率の良い政治制度こそが，文
民統制の第一要件である。軍の側での要件が何であるか
については議論がわかれる。そこでの中心問題は文民統
制と軍のプロフェッショナリズムならびに軍の社会から
の分化であった，とハンチントンは断定し，軍事制度が
他の社会的諸制度から高度に分化し，完全にプロフェッ
ショナルな将校団が成功することによってのみ，高度の
文民統制が達成される筈だという彼の持論をくりかえし
ている。そしてハンチントンは，プロフェッショナリズ
ムは軍の政治介入を阻止する要因にはならず，むしろ逆
に促進要因ともなりうるという，ファイナーの自分に対
する批判を要約して記述しているが，記述しているだけ
で反論，反批判を展開することはしていない23）。
　最後にハンチントンは，政軍関係をめぐって提起され
た新しい問題である「軍産複合体」の問題に触れてい
る。彼は先ず，政治学者ラスウェルの「要塞国家論」か
ら説きおこす。ラスウェルは，1930年代末期の国際状勢
に触発されて，時代の流れがビジネスマンの支配から軍
人の支配に移行しつつあるという，「兵営国家論」24）を提
起した。これは1941年のことであったが，1962年に，同
じラスウェルは，20年前の自分の学説を想起して，「兵
営国家論」は今日でも依然として妥当性を失っておら
ず，「兵営の仮説は，我々の時代の過去と現在について
のありうべきイメージを提供するものである25）」と述べ
た。その著者Eパワー・エリート26）』において，社会学
者のライト・ミルズは，同様の分析を行ない，アメリカ
合衆国の権力はますます，ビッグ・ビジネスの関係者達
と最高軍事指導者達とによって支配された官僚エリート
に集中していると主張した。軍人出身の大統領アイゼン
ハウアーも，1961年1月17日に行われた「告別演説」の
なかで，「軍産複合体」（military・industrial　complex）
の危険性について警告を発した27）。しかし，ハンチント
ンによれば，アメリカ合衆国のなかで，軍のちからが増
大しているというこれらの発言は，せいぜいのところ部
分的に正しいというにとどまる。現実には，政治過程と
軍事政策のなかでの軍の影響力は，第二次世界大戦以後
減少をつづけている，とハンチントンは主張する。もっ
とも彼も，新たな現象として大規模で恒常性を持つ防衛
産業が出現し，この防衛産業と軍との複合体に由来する
軍事上，政治上および経済上の圧力が，軍事支出の削減
を困難にしている事実は認めている。それに加えて，彼
によれば，ある種の軍事行動への既存の経済上地域上の
利害は，古くなった兵器や不要の設備を廃棄し，軍事資
源の最も効果的な利用法を確保することによって，軍の
機構を新しい時代の要求に適合させるようにすることを
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困難にしている。行政部門の頂点に位置する政治と軍事
の指導老たちは，軍事組織の合理化に賛成してきた。し
かし問題はむしろもっと別のところにある。すなわち，
下部の軍グループや地方の利害，防衛産業などは，特定
の軍事計画や軍事施設を存続させることを支援してきた
のである。フルシチョフや他のソ連の政治指導者も，ソ
連の軍事活動を軽減し合理化しようと努力するに際し
て，重工業や軍官僚の抵抗を受けてアメリカの場合と同
じような困難に直面しているように思われる。米ソ両国
共に，「軍産複合体」が，軍の効率や文民統制にとって
の困難を惹起しているのである28）。
　以上が，政軍関係についての理論化に『軍人と国家』
の刊行によって新時期を画したハンチントンが，さらに
その後に出現した研究や問題を受けとめ，吸収して，政
軍関係についてのすぐれた見取図として提示した論文の
あらましである。彼はjここで．1964年に刊行されたジ
ャノヴィッツとジョンソンの著作29）までを視野に収めて
おり，1961年にアイゼンハウアーが「告別演説」で指摘
した「軍産複合体」の問題をも視野に入れている。にも
かかわらず，アメリカの政軍関係についての彼の見解
は，全体としては楽観的である。シビリアン・コントロ
ールの確立のためには，政治と軍事の領域を明確に区別
して政治が軍事に対して彼のいう「客体的シビリアソ・
コントロ　一一ル」（objective　civilian　control）を確立する
ことと，その政治を国民がつねに監視し統制しうる民主
政治を確立することとが，最低限度の条件を形成する，
というのがr軍人と国家』で彼が強力に主張していると
ころである30）。r軍人と国家』のなかでは，彼はこの立
場からアメリカの現状について若干の批判を加えてはい
るけれども，アメリカの軍隊が「客体的シビリアソ・コ
ントロール」を受けいれる軍隊であり，アメリカの民主
主義はシビリアン・コントロールを確立する能力を十分
に持っているという，彼の，アメリカの軍と民主主義へ
の信頼は基本的に確固たるものがあることは，以上に詳
しく紹介した論文の論旨からもうかがわれるところであ
る。ファイナーのはげしい批判も，ハンチントンの確信
をゆるがすことはなかった。さらに言葉をかえていえ
ば，アメリカの軍隊がクーデターを計画してアメリカの
政治体制をくつがえすなどということは考える必要も無
い，全くありえぬことであり，我国の自衛隊をめぐって
かつて問題になった「三矢研究」（1963年）3°）のようなも
のは出現する筈もない，という確信のもとに，彼が全て
の議論をくりひろげている，ということが出来よう。こ
のような確信が，その後のヴェトナム戦争とそれをきっ
かけとするアメリカ国内での軍国主義反対の動きの高ま
りに直面しても，ハンチントンにおいてゆらぐことはな
かったという事実は，次の章で検証されるであろう3D。
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　3．　1970年代の政軍関係
　1950年代後半に『軍人と国家』を刊行して政軍関係理
論に新しい時期を画したハンチントンは，1970年代後半
に，それ以後20年の経験を踏まえて，「1970年代の軍人
と国家」という標題の興味深い論文を発表した1）。将校
団のプロフェッショナリズムを確立することが健全な政
軍関係を保障するという彼の基本的な立場は，ファイナ
ーのはげしい批判を受けたあとでも全く変っていない。
1977年に刊行されたこの論文でも，彼は依然としてこの
立場をまもりつづけている。ただし，アメリカ合衆国の
なかで軍をとりまいている環境が，1950年代と1970年代
とは全く変ってしまったので，彼としては，この変化が
政軍関係に及ぼす影響がどのようなものであるかを確認
する必要に迫られたのであろうと思われる。アメリカの
歴史のなかに見られた政軍関係のパターンを，彼は三通
りに分類し，1970年代の状況を第三のパターンとして把
握しようとしている。
　（1）冷戦パターンとその崩壊
　第一のパターンは，「伝統的パターン」と名づけられ
る。このパターソは，1815年から1940年までのアメリカ
の歴史を貫くもので，この時期には，外部からの脅威は
少なく，軍の規模は従って小であり，その政治的役割も
小さい2）。
　第二のパターンは「冷戦パターン」と名づけられる。
ソ連と共産圏ブロックとは，アメリカの安全保障への重
大な脅威を形成し，従ってアメリカはこれに対抗しなけ
ればならないという認識が，アメリカの政治エリートや
オピニオン・メーカーのあいだにひろがった。その結
果，伝統的な政軍関係のパターンに五つの重要な変化が
生じた。
　第一に，軍隊の政策の道具としての役割に，巨大な質
的量的変化が生じた。今や，核による抑止のため，西欧
や東アジアの同盟国を支援するため，あるいは世界の他
の地域での侵略や紛争に迅速に対応するために，軍事力
が必要となった。軍事力は，大規模な戦争を防止し，小
規模な紛争を処理するための政治の第一の手段と考えら
れるに至った。政治の手段としての軍事力に対する態度
のこのような変化こそ，第二次世界大戦の前と後とで
の，政軍関係をめぐる変化のうちの最大のものである。
　第二に，軍の経済的役割が巨大なものとなった。1950
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年代初期以後，軍は国民総生産のおよそ10パーセント
を，ここ20年間にわたって消費しつづけている。
　第三に，軍に対応する政治制度に大きな変化が生じ
た。1947年と1949年の国家安全保障法は．統合参謀本部
と国防省をつくり出した。
　第四に，軍とそれ以外の社会，例えば大学との交流が
盛んになった。
　第五に，アメリカの公衆とエリートの軍に対する従来
の反感が弱まった3）。
　ところが，1970年代初期になると．このような「冷戦
パターン」が分解し始める。「冷戦パターン」を分解さ
せる方向に作用したのは次の三要因である。
　第一に，1960年代にアメリカの公衆の政治意識に大き
な変化が生じ，公衆の政治的関心が外交問題からはそれ
て，国内の，これまでネグレクトされていたと考えられ
た諸問題，すなわち福祉．健康，教育，環境，都市とい
った問題に向けられるようになったことがあげられる。
民主主義と自由主義の諸価値のこのような再発見は，
1950年代のような，軍への寛容な態度とは両立しない。
　第二の要因はいうまでもなくヴェトナム戦争であっ
た。ヴェトナム戦争は，世論のなかに潜在していた反軍
感情を活性化せしめたばかりでなく．政軍関係における
適切な均衡というものについての軍自身の認識に正面攻
撃をかける結果をもたらした。すなわち軍事力を政治目
的のために限定して利用するということそのものが問題
とされるに至った。朝鮮戦争のときもヒのことは問題と
なったが，ヴェトナム戦争の場合のほうが，はるかに深
刻であった。
　第三に，1960年代中期と後期に見られた国際環境の変
化が，アメリカの安全保障に対する外部からの顕在的な
らびに潜在的挑戦を緩和させるように思われたという事
情があげられる。一方では，ソ連ならびに中国との関係
が改善され，米ソ乃至は米中のあいだに戦争が起る可能
性は減少したように思われた。他方では，アメリカの安
全保障をめぐる再検討が行なわれ，これまで主要な脅威
と見なされていた事態が，それ程でもないと思われ始め
た。ヴェトナム戦争の直後，軍事予算は戦争初期よりも
減少しているが，アメリカの歴史のなかに出現した戦争
について，このような事態は他に類例が無い4）。
　②　軍事力のレヴェルに対する拘束
　これら三つの要因の展開の結果として，1970年代の政
軍関係は混乱と流動の時期に入った。冷戦期に一時的に
見られた軍に対する寛容という政策は終りかけているか
少くとも大きく修正されつつある5）。　　　　　・
　親軍から反軍へのこのような態度の変化は，大衆のあ
いだよりもエリートや関心を有する公衆のあいだにより
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顕著なものがある。1950年代に登場した「防衛インテ
リ」（defense　intellectuals）にかわって，軍国主義の危
険を警告する「反防衛インテリ」（antidefense　intelle－
ctuals）が登場した。1968年から1972年までのあいだの
時期における反軍国主義の文献の噴出は圧倒的なものが
あった6）。
　しかし，1975年になると，このような反軍国主義の新
しい波は，退潮の兆しを見せ始める。1973年秋の中東戦
争，SALT　Hの交渉の行き詰り，南ヴェトナムの崩壊，
アンゴラへのソ連とキューバの進攻といった現象は，国
際環境について1970年に支配的であった認識を修正する
方向に作用した。ヴェトナム戦争の最中に見られた軍国
主義反対の情熱は薄れて無関心へと変りつつある。しか
し，大きな国際危機が存在しない以上，政軍関係の冷戦
パターンに復帰することは考えられない。ハンチントン
は，1970年代半ばに，このような予想を立てていた訳で
あるが，この論文が刊行された2年後に，ソ連のアフガ
ニスタン進攻によって形成された新しい国際危機は，ア
メリカの世論の流れを，ふたたび大きく変えることにな
る。このような事態を予想していたかのように，彼は次
のように論じた。
　反軍国主義の潮流が，特にインテリと青年のあいだに
存続している限り，そのことは，合衆国の軍事力のレヴ
ェルにおいて二重の影響を与える。第一に，大きな国際
危機が勃発しなければ，このような反軍国主義は，軍事
力のレヴェルにおいて現実的で重要な拘束を課すること
になる。この反軍国主義感情の強度が減少することがあ
れば，行政府ならびに議会の指導者たちはある程度の行
動の自由をとり戻すであろう。第二に，この拘束が小さ
くなるのは，大きな国際危機の結果としてか，あるい
は，大きな国際危機が存在すると国民に思わせるための
行政府の指導老達による行動の結果としてであろう。彼
等は，米国の軍事力の長期低落傾向と彼等が考えている
ものを逆転させようとしているから，このような行動を
おこすかも知れない。冷戦期の米国の軍備増強は二度に
わたって行なわれたが，それらはそれぞれ，朝鮮戦争と
いう偶発的な危機と，「ミサイル・ギャップ」というつ
くり出された危機とによって政治的に可能となったとい
う過去の実例がある。将来については，もし行政府の指
導者達が，危機を防止するために軍備増強が必要である
と考えるならば，彼等は，1950年代の指導者達より以上
に，見せかけの危機をつくり出そうとする誘惑に駆りた
てられることと思われる。つまり，このような見せかけ
の危機をつくり出して，軍備増強を議会と公衆が受けい
れるよ‘うに仕向ける訳である7）。　・・
　ハンチントンの，このような，今からかえり見るとそ
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の後の事態の発展を見通していたかのような議論に接す
ると，1979年末以降のソ連によるアフガニスタン進攻に
対する，ソ連が予想していた程度をはるかに越えていた
といわれるアメリカ側の「過剰反応」（overreaction）と
いわれるものの背景がおぼろげながら理解出来るように
思われる。ソ連のアフガニスタン進攻は，たしかに実在
の国際危機であることは間違いないが，アメリカ国内
に，このような危機の到来を待望していた動きはなかっ
たのであろうか。カーター政権末期からレーガン政権に
ひきつがれた軍備増強政策が，アフガニスタン危機によ
って実行し易くなったことだけは確かであろう。政軍関
係と外交政策という主題との関連で言うならば，外交政
策が政軍関係に及ぼす影響という視角から，このような
国際危機を見直すことも必要ではないだろうか。
　（3）軍事力の使用に対する拘束
　以上に述べたような軍国主義反対の世論は，軍事力の
使用に対しても拘束として作用する。特に，宣戦布告抜
きで，軍事力を段階的に漸増して投入する，戦後のアメ
リカが朝鮮戦争やヴェトナム戦争で示したような事軍力
使用の流儀に対しては，批判と反発が高まっている。こ
こで，ハンチントンは，戦争と平和についての伝統的な
二分法（dichotomy）による考え方を問題にする。この
二分法が消滅したことは，1950年代に朝鮮戦争によって
アメリカ人の戦争観のなかに入ってきた大きな変化であ
ったといえる。たしかに，戦後も数多くの武力衝突が世
界の各地で発生しているが，戦前には常識化していた，
宣戦布告を伴う戦争は戦後には見当らなくなった。むし
ろ，満州事変や日華事変がその先行形態を為したともい
える，宣戦布告抜きの武力衝突がいわば常態化したとい
えよう。
　ハンチントンは，ここで，戦前ならびに1950年代の到
来までアメリカでも当然と受けとめられていた戦争と平
和の二分法を象徴したものとして，国務長官ハルが1941
年11月26日に日本側にいわゆる「ハル・ノート」を手交
した直後，陸軍長官スチムソンに向かって述べた「私は
それから手を引いた。いまやそれは君とノックスー陸
軍と海軍一の手のなかにある」8）という言葉をあげて
いる。このように，戦争と平和の二分法は，同時に戦争
と外交の二分法を意味していた。
　ところが，朝鮮戦争の体験や，ダレスの大量報復政策
によって，アメリカの戦争観に大きな変化が生じた。戦
争と平和，ちからと外交との二分法にかわり，戦争と平
和の連続性，政治外交の道具としてのちからの役割を強
調する考え方が出現した。アメリカの戦略専門家やポリ
シー・メーカー達は，戦争は他の手段による政治の継続
であり，戦争は政治的意図に従属せねばならぬ9）という
クラウゼヴィッツの命題に従って軍事力について思考を
めぐらすようになったのである。このような立場に立つ
アメリカの「防衛インテリ」達は，限定戦争（limited
war）と段階的反撃（gradual　response）の理論を考え
出すようになる。しかし，1970年代初期になると，この
ような理論への批判が活発になる。1970年代の新しい空
気は，軍事力の使用に対する三通りの拘束をもたらし
た10）。
　第一に，世論のなかに海外派兵への抵抗が強まった。
1974年の世論調査によれぽ，アメリカの公衆の大多数
は，西欧，西ベルリン乃至L一ゴスラヴィアをソ連の攻
撃から防衛するため，台湾を中国の攻撃から防衛するた
め，南朝鮮を北朝鮮の攻撃から防衛するため，ドミニカ
共和国をキューバの攻撃から防衛するため，さらにイス
ラエルをアラブの攻撃から防衛するために，アメリカの
軍事力を使用することに反対の意向を表明している。特
に，台湾や南朝鮮，＝・・一ゴスラヴィアの防衛のための軍
事力使用については，外交政策のエリート達も大衆も同
様に反対しており，西欧，西ベルリンについてのみ，外
交政策のエリート達のあいだには，軍事力使用に賛成す
る意向が見られたが，ドミニカ共和国に関しては，彼等
の意向もあいまいであった。ここに示されたものは，ハ
ンチントンによれぽ，アメリカにおける孤立主義の明ら
かな台頭である1D。
　第二に，1973年11月7日に議会で可決された「戦争権
限決議」（War　Powers　Resolution）によってアメリカ
大統領の軍事力使用に対しては強力なしめつけが行なわ
れた。議会の承認なしに，大統領が海外でアメリカ軍を
戦闘行動に使用することを制限したこの法律は，1973年
夏に一且可決され7shSら，当時のニクソン大統領によっ
て拒否された。しかし，11月7日に上下両院が三分の二
の多数で再可決して成立させている12）。この法律によれ
ば，大統領は，海外での軍事力の戦闘への投入や軍事力
の新しい展開については，いかなるものであれ，速やか
に議会に報告し，議会が宣戦を布告するかあるいは特別
に許可しない限り，このような軍事行動を六十日以内に
停止しなければならぬことになった。1950年代や60年代
に見られたような限定戦争は，いまや法律上不可能とな
ったのである13）。
　第三に，限定戦争と段階的反撃の理論は，ヴェトナム
戦争の体験を通じて，理論として誤っているという刻印
を押されることになった。軍事力の，限定された，段階
的投入は，ヴェトナム戦争をアメリカの勝利に導くかわ
りに，逆の結果を生んだ。ウエストモアランドは，段階
的反撃は誤りであったと公言している。ヴェトナム戦争
に勝利を収めるためには，戦争の初期にアメリカの圧倒
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的な軍事力を北ヴェトナムに向けて投入すべきであっ
た，という議論が有力となった。こうして，戦前のよう
な，戦争と平和の二分法が，ふたたび復権した観を呈す
るに至っている。将来もしヴェトナム戦争のような事態
が再び起こったとすれば，それはもはや七年間もだらだ
ら続くことはなく，七週間で決着がつけられてしまうで
あろう。その際，アメリカは戦争への介入をこれまでよ
りもはるかにちゅうちょするであろうが，一旦介入を決
定すれば，短期決戦を辞さないであろうω。
　ハンチントンは以上に紹介したように，ヴェトナム戦
争直後，アメリカが著しく内攻的，反省的になったとい
われていた時期のなかで，アメリカの政軍関係のあるべ
き姿を模索している。しかし，先にも述べたように，ア
メリカの政軍関係をとりかこむ諸般の条件は．1979年末
のソ連軍のアフガニスタン進攻によって決定的に変化し
た。いま，1977年に刊行されたハンチントンのこの論文
をよむと，何か一時代前のアメリカの姿に接するような
思いがする。この論文自体，アメリカの「内攻」の時代
の証言であるといっても良いかも知れない。彼は，この
論文全体の結論として，軍が，それが奉仕する社会とは
「異質ではあるが距離が小さい」（different　but　not
distant　from）ことが自由主義社会にとって最も望まし
い，と断定しているが，この結論自体が，1979年末以来
の「新冷戦」といわれる状況のなかであらたな試練にさ
らされるものであることはいうまでもない。アメリカの
政軍関係が，彼のいう「冷戦パターン」に回帰するの
か，新しい道を模索するのか。現状では前者の兆候が顕
著であるようにも思われるが，いずれにせよ政軍関係と
外交政策乃至は国際環境とのかかわり合いが重要である
ことは改めていうまでもないところであろう。
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